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開 催 予 定 

概  要  
テ ー マ  

第１０３

回 

平成２６年７月１８日（金）  社会保障と税の一体改革について、その背景や現

在の進捗状況、今後の展開等の説明を行う。また、

社会保障の内容や意義等を国民に周知し国民の理解

を得るための取組として、広報活動の状況および学

校教育における「社会保障教育」に関する厚生労働

省の取組状況について紹介する。 

社会保障と税の一体改革について 

－現在の進捗状況と今後の展開、

および国民の理解を得るための広

報・教育の取組－ 

第１０４

回 

平成２６年７月２５日(金)  定期巡回・随時対応型サービスの取組拡大、参入

促進を図る観点から、最新の調査研究結果などを踏

まえて、定期巡回サービスの現状と課題について紹

介する。 

 また、サービス付き高齢者向け住宅等の住まいの

入居者が、訪問介護等の外付けサービスを利用する

場合と、内付けサービスである特定施設入居者生活

介護を利用する場合の違いやあり方等について説明

する。 

定期巡回、随時対応型サービス・

高齢者向け住まいと居宅サービス

の関わり方 

第１０５

回 

平成２６年８月２２日(金)  次期制度改正では地域支援事業の充実を図るとと

もに、新しい総合事業が創設され多様な担い手によ

る地域の支え合い体制の構築が求められている。効

果的な介護予防のあり方、生活支援コーディネータ

ー（地域支え合い推進員）、ガイドラインの内容など

最新の情報を共有する。 

新しい総合事業について／介護予

防・生活支援サービスの充実に向

けて① 

第１０６

回 

平成２６年９月１９日(金)  効率的かつ質の高い医療提供体制や、地域包括ケ

アシステムの構築を通じて地域における医療・介護

の総合的な確保を推進するため、医療法、介護保険

法等の関係法律について所用の整備等を行うことか

ら、医療介護総合確保推進法について、内容等を説

明し、意見交換を行う。 

・新たな基金の創設と医療・介護の連携強化 

・地域における効率的かつ効果的な医療提供体制 

の確保 等 

医療介護総合確保推進法について 

第１０７

回 

平成２６年１０月１７日(金)  平成27年４月施行の生活困窮者自立支援制度の詳

細については、今後、「生活困窮者自立促進支援モデ

ル事業」の実績等を踏まえ、自治体実務者と意見交

換の上、政省令、告示、ガイドライン等の作成によ

り決定することとしている。 

 その検討状況について情報提供を行うことを通じ

て、各自治体における確実な制度の開始に資するも

のとする。 

生活困窮者自立支援制度について  

第１０８

回 

平成２６年１１月２１日(金) ・障害者虐待防止法が施行されて２年余りが経過す

るところ、地方公共団体における具体的な取組を紹

介する。 

・障害者に対する市民後見人や法人後見人の活用に

ついて先進的な事例を紹介する。 

・平成28年４月に施行される予定の「障害者差別解

消法」について、内閣府における施行に向けた検討

状況等を紹介する。 

障害者の権利擁護について  

別紙２ 



 

 
※会場等の都合により、開催日については変更される場合があります。開催日、場所については、

セミナー開催の概ね４週間前を目途に発出を予定している都道府県宛事務連絡をご確認ください。 

 
開 催 予 定 

概  要 
テ ー マ 

第１０９ 

回 

平成２７年１月１６日（金） 
 新しい総合事業への円滑な移行に向けて、関係法

令、関係予算、ガイドライン等の全体像を共有する

とともに、多様な担い手による介護予防・生活支援

の取組を先駆的に行っている自治体の事例等を研究

しながら、新制度への施行準備を支援する。 

 

新しい総合事業について／介護予

防・生活支援サービスの充実に向

けて② 

 

第１１０

回 

平成２７年２月２０日 (金)  健康・医療・介護分野においては、サービスの維

持・向上や、資源の有効活用を図っていくための手

段として、情報の利活用を推進していくことの重要

性が高まっている。 

 そのための基盤整備については、医療介護総合確

保推進法において創設することとされている、新た

な財政支援制度（各都道府県に基金を設置）の使途

のひとつとなるものと想定される。 

 こうした状況を踏まえつつ、健康・医療・介護分

野におけるICTの活用に関する最新の取組みについ

て紹介する。 

健康・医療・介護分野における ICT

の活用について 


